1の（１）の項目
学校管理職の処遇については、職務と権限に見合ったものとなるよう検討を行い、平成25年度から管理職手当の改善を行ったところ。

また、平成26年２月の人事委員会勧告を踏まえ、学校管理職への昇任意欲を高めるとともに、職務給原則を推進するため、本年度から、若手管理職の給料水準を引き上げ、役職相互の年収の重なりを解消する制度改正を実施したところ。

今後とも、国や他府県の動向、本府人事委員会の意見、本府の財政状況等を踏まえながら適切な対応に努める。

特例減額については、この間、職員のみなさんに大変ご負担をおかけしているが、現行特例条例の期限である今年度末をもって終了したい。この間の皆様方のご協力に感謝申し上げる。

また、管理職手当の５％減額については、本府の財政再建を進める上で、引き続き府民の皆様にご理解とご協力を得なければならないことから、府自らの姿勢を示す意味で、平成９年度から実施しているもの。

まことに心苦しいことではあるが、府のおかれた状況をご理解いただきたい。

１の（２）の項目
地域手当の支給率については、平成25年度の人事委員会勧告を踏まえ平成25年12月より11％へ引き上げたところ。
１の（３）の項目
危機的な財政状況の中で教員の方にも我慢をお願いするという立場から、平成20年８月に旅費条例の一部改正を行い、旅行雑費・日当の廃止及び宿泊料の食事代相当額の減額が実施されたところ。

この改正は、教員はもとより警察官他全ての職員に適用されているものであることからご要望にお応えすることは困難。

１の（４）の項目
教職員の給与・処遇については、これまでも国の制度を基準として、その改善に努めてきたところ。
本府における新規採用教員の初任給は、給料減額率が昨年度の３％から本年度の0.7％に縮小されたことや、地域手当の引き上げなどの給与改定の実施により、近畿府県の中では最も高い額となっている。

また、平成26年度の人事委員会勧告の取扱いについては、次の通り実施したい。

人事委員会勧告のとおり、公民の給与較差等に基づく給料表及び交通用具使用者に係る通勤手当を平成26年４月１日から引き上げることとし、交通用具使用者に係る通勤不便者の区分については、平成27年３月31日で廃止したい。

期末・勤勉手当について、人事委員会勧告を踏まえ　平成26年度より年間0.15月分を引き上げ、年間4.10月分に改定し、その割り振りは、勤勉手当について、６月及び12月に支給される月数をそれぞれ0.075月分引上げ、0.75月分としたい。

なお、引き上げ分の取り扱いについては、「良好」の成績区分を適用される者の成績率を0.075月分引き上げることとし、その他の成績区分を適用される者の成績率については、これまでの経緯を踏まえ改めてお示しする。

給与制度の総合的見直しについては、平成27年４月１日より、人事委員会勧告のとおり給料表を引き下げることとし、今回の給与にかかる取扱い全体の中で、激変を緩和するための３年間の経過措置については、実施しないこととする。

単身赴任手当を人事委員会勧告のとおり引上げることとするが、単身赴任手当の基礎額については、平成30年３月31日までは特例措置を講ずることとし、その内容は今後お示しする。

管理職員特別勤務手当については、人事委員会勧告のとおり、週休日又は休日等以外の日の午前0時から午前5時までの間に勤務した場合に、支給することとし、その額は今後お示しする。

給与制度の総合的見直しの実施に伴い、退職手当の調整額については平成27年４月１日より引き上げることとし、その内容については今後協議のうえ確定してまいりたい。

55歳超え職員の新たな昇給抑制について、平成27年１月１日の実施はしないが、本府の実情や他府県の状況等を踏まえ引き続き検討を行うこととする。

人事委員会勧告の実施にあたり、関係条例（案）を今後の定例府議会へ提案したい。なお、勧告実施に伴う差額支給の時期については、関係条例の議決を得られれば、その段階で改めてお示しする。

今後とも、国や他府県の動向、本府人事委員会の意見、本府の財政状況等を踏まえながら適切な対応に努めていく。

２の（１）の項目
教職員の評価・育成システムは教職員の意欲・資質能力の向上と教育活動をはじめとする様々な活動の充実、組織の活性化を一体的に図るため、平成16年度から実施しているものであり、平成19年度からは前年度の評価結果を給与に反映している。

そして、毎年度、全校長を対象とした「『教職員の評価・育成システム』の実施状況調査」を行っており、システムの運用状況やシステムに対する意見を伺っているところ。

平成25年度から教員の人事評価については生徒又は保護者による授業評価を踏まえた上で絶対評価により実施することとなったため、全ての公立学校において授業アンケートを実施していただいているが、授業アンケートの実施にあたって管理職の負担が少しでも軽減されるよう、昨年度は各市町村教育委員会事務局にスキャナーの配付や授業アンケート結果の判定を行なうソフトの作成・配付を行った。本年度は「『授業力』評価票」と「評価・育成シート」の入力を一体的にアシストするソフトを作成・配付し、市町村教育委員会を対象にその操作方法の研修を行ったところ。

また、教職員の評価・育成システムの実施にあたっては全ての評価者が評価基準に基づき、適正な評価を行うことが重要であると認識している。そのため、府教育委員会では評価者が評価に関する理解を深め、評価能力の向上を図ることにより、評価の客観性・公平性を確保することを目的として、毎年、評価・育成者研修を実施しているところ。

ご要望の評価のための個票については、「『授業力』評価票」の様式を定めるとともに、能力評価での各評価要素における様々な職務行動の評価に活用できる記録票の雛形を作成し、市町村教育委員会あて送付している。また、評価・育成者研修における事例演習の際に使用している「演習用評価シート」も引き続き活用いただければと考えている。

今後とも、システムが学校において円滑に実施されるよう制度の充実・改善に努めていきたい。

２の（２）の項目
学校に勤務する管理職の病気休暇による代替措置については、管理職が行う職務の性質上、代替者を講じることは困難。

しかし、病気休暇が長期に及ぶ場合、教育現場での影響を考慮し、円滑な学校運営の観点から、市町村教育委員会と協議のうえ、必要な措置を講じているところ。

２の（３）の項目
教職員定数については、府の財政状況が厳しいことから、府単独措置による教職員の配置を削減した。その一方で本府の教育課題の状況などを踏まえ、国の定数を最大限確保できるよう努めている。

生徒指導上の課題対応については、国の措置する定数を活用していく中で、各教育課題に対応できるよう努めているところ。

中学校の生徒指導体制の充実のためには、学校が組織として子どもにかかわっていくことが重要であり、これまでも、国の児童生徒支援加配等を活用した「こども支援コーディネーター」を平成26年度は、府内143中学校に配置しているところ。

なお、時間講師の配置については、府の財政状況が厳しいことから困難であり、引き続き、国に対して定数の改善を要望していきたい。

いじめや不登校などについては、心の問題や家庭環境等に着目した対応が必要であり、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの専門家を活用していくことが重要であると認識している。

このため、スクールカウンセラーについては、国事業である「スクールカウンセラー等活用事業」を活用し、全ての中学校に配置するとともに、小学校へも、必要に応じて校区内中学校に配置されたスクールカウンセラーを活用いただいている。

また、スクールソーシャルワーカーについても、国事業である「スクールソーシャルワーカー事業」を活用し、中核市を除く市町村教育委員会に計画的、継続的に派遣しており、また、中核市についても市教委からの要請を受けて、スクールソーシャルワーカー等を学校支援チームにおける専門家の一員として緊急派遣をしている。

今後とも、市町村教育委員会と十分協議し、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの効果的な配置・派遣に努めていく。

２の（４）の項目
講師の給与については、これまでも所要の改善を図ってきたところであり、本年度から教育職給料表１級の上限を引き上げる改善を行ったところ。今後とも他府県の状況や府の財政状況等を踏まえつつ、適切な対応に努めていきたい。

なお、教科手当の新設については、地方自治法の規定により困難。

近年の教員の大量退職を背景として多数の定数内の講師を配置しており、今年度は、前年度より減少したものの、依然として一定の講師を配置せざるを得ない状況が続いている。

講師が確保できない期間が生じた場合は、子どもたちへの影響を最低限に抑えるよう、他の教員が授業を行うなど、各校で工夫し、恒常的な自習対応とならないよう教育現場の皆様に、大変な努力をいただいていると認識している。

このような状況を解消するため、正規教員の採用においては、教員募集の効果的なＰＲや教員採用選考テストにおける選考方法の工夫などの取り組みを行っている。

講師の確保に関しては、講師登録者確保のため、府や市町村関係施設、ハローワークなどにおける講師募集のポスター掲示やチラシ配付、教員養成課程を有する大学に対する学生への周知の依頼や大学に出向いての登録受付、教員採用選考テスト会場でのＰＲなど行ってきたところ。

また、今年度の４月当初に講師を確実に配置するため、府庁内の専用スペースに臨時の専用電話を設置し、市町村教育委員会が効率的・効果的に講師を探すことができるよう支援し、さらに確保が困難な場合は、府教育委員会も講師を一緒に探すなどした結果、４月当初の常勤講師の未配置数は昨年度の43人から９人へと減少したところ。

引き続き、様々な対策を継続的に行ってまいる。

２の（５）の項目
管理職を含む教職員の配置については、必要な業務量に見合った適正な配置に努めることにより、今後とも適正な勤務労働条件の確保等に向けて取組んでいく。

なお、府教育委員会における教頭の複数配置については、学校規模や教育課題に応じた適切な配置について、引き続き研究していく。

２の（６）の項目
各種調査をはじめとする文書事務については、平成25年3月の教職員の業務負担軽減に関するプロジェクトチームが作成した報告書の「各種調査等の見直し」を踏まえ、平成24年度に市町村教育委員会に対する調査の洗い出しを行った。

その結果、府教育委員会が実施主体となって調査・報告を求めた文書は237件、文部科学省等、府教育委員会以外が実施主体となって調査・報告を求めた文書は252件、合計489件。

このうち、府教育委員会が実施主体となって調査・報告を求めた文書237件に対して調査の見直しに着手しており、「調査を廃止するもの」が40件、「調査を統合するもの」が２件、「調査項目の削減や精査するもの」が９件、「回答方法の工夫や簡略するもの」が２件、「調査頻度を減少するもの」が３件、「調査の回答様式を簡略化するもの」が５件、「調査の時期を変更するもの」が３件、合計で64件を見直すこととした。

今後とも、府教育委員会が実施主体となって調査・報告を求める文書については、内容の精査を行い、負担軽減に努める。

２の（７）の項目
管理職の再任用については、平成25年度実施の選考から一部の市町村を対象に再任用校長及び再任用教頭選考を実施することとした。

ただし、本選考は、小中学校の校長選考、教頭選考において、受験者数が減少し、十分な競争性の確保が課題となっている現状に対処するため、５年間限定で実施するもの。

こうしたことから、ご要望の再任用職員を活用したマネジメントスタッフ職を派遣する制度の創設については、府の財政状況が厳しいことから困難。
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